






している｡ すなわち,人はみな同じという考えから 低下や評価者や組織に対する不信感 (コミットメン
人はみな違うという考えにより,能力や実績にも違 トの低下)など,組織に様々な悪影響をもたらすこ
いを認めるものであり,均等評価から貢献度相応評 とがこれまでの研究で明らかにされている (田中, 
2003:柳揮,2006)｡
個人尊重 ･個性重視の評価が浸透しつつある｡ 一般 学校組織においても,中教審が ｢教員一人一人の
に人事評価は,評価を受ける成員一人一人から組織 能力や実績が適正に評価され,配置や処遇,研修等
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(2)評価目的 傾向を対照効果 tecC t tonras( eff )と読んだ｡この
次に人事評価の根本的な問題である,何のために ような対照効果の存在は他の研究でも確認されてい












































































































行政職員,行政 ･研究機関との意思疎通を図る力,求められる三つの力量の変化について F にま






























録,資料を正確に保管すること｡ (3)評価能力 : ①
教育プログラムの評価能力,②教職員の職務遂行を

































































の業績評価を (①授業時間の管理,②児童 ･生徒行 わることに評価の重きをおく傾向があること,民間
動の管理,③授業の展開,④授業中での児童 ･生徒 企業に比較して女性教師を比較的高く評価すること
関連 して, T ,の学習進度の管理,⑤授業中のフィードバック,㊨ などが明 らかになった ｡























い (包括的な)知識を教える (主題の知識) 
2: (その学校地区の)カリキュラム指針を反映させた,望ましい目標を成し
遂げる教授計画を立てる｡ 








































能力の正確さについて,Wilesn DJ, n ,kro, ..Maatt


























































































教師評価スケールを作成するために,現職校長 2 成する｡ 
名と県教育センター研修指導員に面接調査を行い, 2)方法
教師評価スケールの項目を収集した｡2004年8月に, 被調査者は,岡山市と倉敷市の小学校に勤務して




教師に対しての特別研修の評定要素を参考にした｡ た (回収率 65%)｡質問項目は,先に行った予備調
2)結果 査を基に作成した教師の評価尺度 29項目 (Table. 
予備調査により得られた評定要素は,調査者,現 2-2参照)である｡ これら29項目の各項目につい









4 授業中の児童生徒への接し方 (効果的コミュニケーション)は適切であろうか｡ 
5 教材の扱い方,資料,教具の活用は適切であろうか｡ 


































































































































































































































































































































































































 資料 ･備品等の管理がきちんとできる｡ 























































第 1因子を ｢ ( -8)校務の処理｣と命名した α .6｡ 































































哩, 2学級経営 ･生徒指導, 3研修, 4子どもとの














































2因子を ｢ ( -5)組織活動｣と命名した α .6｡ 



















管理職-の報告 ･連絡 ･相談ができる｡ 
2.児童生徒の日々の心身の状況を把握できている｡ 
川 学級経営 ･生徒指導 
問題のある生徒に対して,その解決のための適切な指導ができる○
児童生徒をよく理解し,掌握できている0






る｡｣(8) 8｢	 ら積極的に取 り組む姿勢やその研修の成果を授業に.6,項目2 児童生徒をよく理解 し,掌握
できている｡｣ 
た｡これらの項目は,一人ひとりの児童生徒に対し を ｢研修｣と命名した 
て適切な指導や掌握ができるかという項目が集まっ 5)第 5因子 :保護者 ･教職員との対人関係スキル





























































































































































































の対人関係スキル, 2組織活動, 3学級経営 ･生徒 理職の評価能力向上の効果を検討するための実践的
指導, 4研修, 5保護者 ･教職員との対人関係スキ 研究を行う必要がある｡
師を 5つの側面から把握しようとしていることがう 引用文献 


































































わっていると考えられる｡ つまり教頭は,子どもや プと意思決定に関する理論的 ･実証的研究.平成 
1
4年度
と関連した日常の具体的な人間関係に関する活動を 究費補助金 (基盤研究 (A))研究成果報告書.
平成 16年度 日本学術振興会科学研教職員,ないしは保護者などの学校組織の内部事項 ～
軸に教師を評価する傾向があるといえる｡ さらに, 淵上克義 002











B部事項をより細かく評価しようとする教頭の意識か 補助金 (基盤研究 ())研究成果報告書.















評価や学習指導能力に関する評価の因子が独自に見 古川 治 2003 教師の人事評価システム導入の現
られたことから,校長の教師評価は,より多次元的 状と課題一東京 ･大阪の導入を通して -.日本教
師学学会第 4回大会発表論文集,2
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項目は,先に指摘したように,組織や組織の目標に 浜田博文 ･加藤崇英 2003 第 4章 校長が必要性
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敬 (編集)産業 ･組織心理学.東京 :朝倉書店.
柳揮さおり･古川久敬 
スクール に関する研究の展望.九州大学心理学研究, 1, 
(編集)教職員
の職能開発と組織開発.東京 :教育開発研究所.














職.東京 :東洋館出版社. 人尾坂修 
同乗寿隆 ･杉山浩之 
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ダー育成の展望,213-238. (C)｢スクールリーダ北神正行 ･高橋香代 学研究費補助金基盤研究 
(編集 )学校組織マネジメン トとスクールリー ーのアセスメン トスケールの開発に関する理論
ダー.東京 :学文社. 的 ･実証的研究｣(研究代表者 :淵上克義 )の
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